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Ⅰ　はじめに
　2007 年に特別支援教育が本格実施され 5 年が経過した。特別支援教育は，障害のある子
どもの自立や社会参加を目指した主体的な取り組みを支援し，従来の特殊教育の対象とさ
れていなかった知的な遅れのない学習障害，注意欠陥多動性障害，高機能広汎性発達障害

（以下，LD，ADHD，HFPDD の略称で記す）などの発達障害も対象として，彼らの在籍
するすべての教育現場（以下，学校と記す）における実施が求められた [1] [2]。さらに，「特
別支援教育は共生社会形成の基礎を培う」と記され，教育の在り方にとどまらず社会の有
り様にも言い及んだ。この推進において強調されたのが，校長のリーダーシップの下に各
学校における支援体制が整備されることであった。すなわち，学校経営の在り方が特別支
援教育の対象となる子どもの将来にも影響を及ぼすとの認識を校長に強く求めているので
ある [1] [2]。
　これらのことから，校長の認識が各学校における特別支援教育の推進に及ぼす影響は非
常に大きい。これまで，特別支援教育について校長を含めた教員の意識を取り扱う報告が
多くなされてきた [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9] [10] [11]。しかしながら，校長の特別支援教育に関わる意識を
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抄　　録
　特別支援教育本格実施 5 年を経た小学校長の特別支援教育に関する意識を調査した。そ
の結果，特別支援教育に関して理念には賛同するものの，実施においては多くの課題があ
り，自分自身の特別支援教育に関する知識も十分ではないと考えている実態が明らかと
なった。また，特別支援教育の推進において重要視する取り組みとして，「保護者との連
携」，「関係機関との連携」，「校内委員会の活用」が挙げられた。これらは，先行研究にお
いて指摘されてきた内容と同様である。今回の調査において新たに，校内における研修
テーマが「障害理解」から「実態把握」に移行しつつあるという点と，特別支援学校から
のサポート経験によって期待するサポート内容に差があるという点が明らかとなった。
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